
① 最近のトピック（各省報道発表資料等）
② 前回参加いただいた皆さんのご感想
③ 事前にいただいた問題意識等共有
④ 2024年問題の背景、物流への影響、政府・国会の動き
⑤ 荷主対策の深度化(働きかけ、トラックＧメン等）
⑥ トラックＧメンの積極的対応(近畿運輸局からの活動報告)
⑦ 標準的な運賃・標準貨物自動車運送約款について
⑧ 原価計算・運賃交渉について
⑨ 参考資料紹介
・ 2024年問題への対策（政策まとめ、国会質疑等）
・ 働きかけ・要請の実施事例
・ 物流効率化に向けた取組み事例紹介
・ 物流・トラックに関する分析データ(自動物流道路に関する検討会資料)



モーダルシフトセミナーの開催
２０２４年度において、全国の推計を上回る輸送量の
減少が予測されている中国地方において、トラック等
自動車で行われている貨物輸送を鉄道や船舶の利用
へと転換する「モーダルシフト」を推進するべく、行政を
始め、荷主・物流事業者を一堂に介し、情報共有・個
別相談を行うセミナーを開催します。

具体的な対応を行わなかった場合の輸送力不足(2019年度比)
2024年度…約14%（4億トン相当）不足

(地域別)

申込方法：件名に「モーダルシフトセミナー
申込み」とし、事業者名と参加
者氏名を記載して以下のアドレ
スまでメールで申し込みください

申込〆切：2024年6月14日(金)
※定員になり次第〆切

定 員：100名(参加無料)
問合せ・申込先
中国運輸局交通政策部環境・物流課
082-228-3496
cgt-ecologi@gxb.mlit.go.jp
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モーダルシフト関係補助事業(補助事業)公募中です。
温室効果ガスの排出削減、流通業務の省力化による持続可能な物流体系の構築を図るため、
「モーダルシフト加速化緊急対策事業」(令和5年度補正予算)、
「モーダルシフト等推進事業」(令和6年度予算)を公募中です。
モーダルシフト等推進事業では中継輸送による物流効率化の取組についても補助対象に追加します。

１．対象となる事業
(1) 物流総合効率化法に基づく総合効率化計画策定のため

の調査事業【総合効率化計画策定事業】
(2) 物流総合効率化法の総合効率化計画に基づき実施する

事業【モーダルシフト推進事業・幹線輸送集約化推進事
業・過疎地域のラストワンマイル配送効率化推進事業・
中継輸送推進事業】

２．事業概要
(1) 補助対象事業者

荷主及び物流事業者等物流に係る関係者によって構
成される協議会

(2) 補助対象経費（補助率）
総合効率化計画策定事業
（定額・上限200万円 ＋ 最大1/2・上限300万円※

＝ 上限総額500万円）
モーダルシフト推進事業・幹線輸送集約化推進事業・過
疎地域のラストワンマイル配送効率化推進事業・中継輸
送推進事業
（最大1/2・上限500万円 ＋ 最大2/3・上限500万円

※ ＝ 上限総額1,000万円）
※下線部が、省人化・自動化に資する機器導入等の計画、
実際に当該機器を用いて運行する場合の補助上限と補助
率
(3) 予算額 164百万円

３．応募方法
本事業ホームページ（下記URL）に掲載の交付要綱、実
施要領及び応募要項等を熟読の上、申請様式等を事業計
画の主とする地域を管轄する地方運輸局等へ提出下さい。
https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/ms_subsidy.html

４．スケジュール
応募期間：令和6年4月16日（火）

～6月7日（金）17時まで (必着)
補助対象事業者の認定（交付決定）：8月初旬頃を予定

５．補助対象期間
総合効率化計画策定事業

：令和6年8月1日～令和7年2月末日
モーダルシフト推進事業・幹線輸送集約化推進事業・過
疎地域のラストワンマイル配送効率化推進事業・中継輸
送推進事業：総合効率化計画認定の日※または令和6年8
月1日のどちらか遅い方～令和7年2月末日
※総合効率化計画の認定の標準処理期間は1ヶ月です。4



令和6年度 モーダルシフト等推進事業において優先的に採択する案件の例
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モーダルシフト加速化緊急対策事業(補助事業)公募中です。

ｖ

【支援対象者】
○荷主・利用運送事業者・実運送事業者等から構成された協議会

【対象機器等】
○対象機器等

31ftコンテナ、大型コンテナ専用トラック、フォークリフト等の荷役
機器、海運シャーシや40ftコンテナといった輸送機器やGPS機
器、船内ドライバー用施設、冷蔵・冷凍コンテナ、冷蔵・冷凍ト
ラック、低床貨車 等

○補助率： 1/2以内

○上限： 鉄道関係 3億円/1件、内航海運関係 1億円/1件

補助内容・対象
協議会イメージ

【荷主】メーカー・卸売 等

【利用運送事業者】地元の通運事業者 等

【実運送事業者】JR貨物・内航海運事業者 等
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概要
○物流総合効率化法に基づきモーダルシフトの認定を受けた事業(※)について大型コンテナ等の導入経費を支援

令和5年度補正予算
5,800百万円

(※)大型コンテナのラウンドユースやシャーシ・コンテナによる混載輸送、荷主・物流事業者連携による生産性向上に資する事業等先進的な取組を想定

31ftコンテナとトップリフター 海運シャーシ

【リース会社】

情報提供サイト【国交省HP】 パンフレット（サイトでダウンロード可）

令和6年5月10日（金）14:00～ 6月20日（木）16:00公募期間：

（サイト内コンテンツ）
申請受付、資料ダウンロード、よくある質問掲載等

情報提供
サイト
ＱＲコード



物流脱炭素化促進事業（補助事業）の公募を開始しました。 令和5年度補正予算額 123.4百万円
令和6年度当初予算額 40.6百万円
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公募期間：令和６年５月１４日（火）～６月１３日（木）１６時まで（必着）

特設サイト

https://
pacific-
hojo.co
m/bgxx/
content/



物流標準化促進事業（補助事業）の公募を開始しました。 令和5年度補正予算額 400百万円
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公募期間：令和６年５月１5日（火）～６月１１日（木）１６時まで（必着）

特設サイト

https://
pacific-
hojo.co
m/pallet
/



「物流施設におけるDX推進実証事業費補助金」の２次公募を開始しました。
公募期間：令和６年５月１7日（金）～５月３１日（金）１２時まで（必着）

特設サイト

https://
butsury
u-
dx.go.j
p/
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「物流拠点機能強化支援事業」（補助事業）
令和５年度当初予算第２次公募分の採択決定及び第３次公募開始並びに令和５年度補正予算２次公募開始！！

国土交通省では、物流施設の災害対応能力の強化等を図るための「物流拠点機能強化支援事業」（補助
事業）について、令和５年度当初予算２次公募分の採択を決定しました。それに引き続き、同年度予算
３次公募並びに令和５年度補正予算２次公募を開始致します。

１．事業概要

災害時や電力不足時においても、物流拠点において電源機能を維持し、迅速かつ円滑な物資輸送体
制を確保することが必要である一方、非常用電源設備は、導入費用の高さ等を考慮すると、
自助努力で導入することは企業にとって大きな負担となっているため、災害対応能力の強化を図る
ため、非常用電源設備の導入支援を行い、物流拠点において電源機能を維持し、迅速かつ円滑な物
資輸送体制を確保していく。

２．今後の公募予定
令和５年度当初予算第２次公募に引き続き、第３次公募を実施致します。加えて、令和５年度補

正予算第２次公募を実施致します。
申請の際には、国土交通省Webサイト（下記URL）に掲載されている交付要綱、実施要領等をご覧
頂き、申請様式に必要事項をご記入の上、必要書類を添えて地域を管轄する地方運輸局等へご提出
ください

国土交通省物流・自動車局貨物流通事業課 電話 :03-5253-8297（内線41-347）
ＵＲＬ：https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000779.html

３．公募受付期間

応募期間：令和６年５月７日（火）～６月７日（金）１７時まで（必着）
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第３回 自動物流道路に関する検討会が開催されました。

現在の状況

【第１回】２０２４年２月２１日
検討の背景、 海外での検討事例、今後の検討の方向性、今後の進め方

【第２回】２０２４年３月２８日
物流事業者ヒアリング（ヤマト運輸㈱、日本通運㈱、ＪＲ貨物㈱）、

全国の物流量の現状について、全国の普通貨物車の交通量の現状、物流の各モードの現状、搬送技術の現
状、フィジカルインターネット実現に向けた取組、スイス地下貨物法等

【第３回】２０２４年５月１４日
荷主事業者ヒアリング(㈱味の素、アサヒグループジャパン㈱、アマゾンジャパン合同会社)、
道路事業者ヒアリング（NEXCO中日本）
需要等試算、物流拠点の立地状況、自動化の現状
道路施工技術の現状、建設・運営の官民連携の事例、実験線設定の考え方等
中間とりまとめ構成案

これまでの開催状況

自動物流道路に関する検討会ＨＰ
https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/buturyu_douro/index.html
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（ヤマト運輸コメント）
（１）期待
自動運転トラックと同様、運転士のリソースが省力化されるインフラが増えることには大きな期待をしており、ユーザとし
て協力したい。
（２）自社の輸送への活用
幹線輸送と域内配送（ラストマイル）の双方で、インフラが整った区間から全国のどこであっても最大限活用したい。
（３）考慮していただきたいこと
物流インフラを共同利用するには、荷役機材の規格化や、積み降ろし拠点の配慮、またそれらに対する荷主企業のご
理解が重要となるため、企画・設計段階からそれらユーザ意見の反映をご配慮いただきたい

（日本通運コメント）
１．自動物流道路は「標準化」「規格化」が前提となるため、準備段階としては共同輸配送や、パレット化の拡充等を
図っていくことになるのではないか。
２．トラック輸送は機動性が高く、輸送トンベースで９割、輸送トンキロベースで５割を占めている。（2021年統計数
値）
ただ、物流効率化を進めても、トラックの輸送力は今後、時間的・人的な面から、拡大は困難であると思われる。
モーダルシフトを含め、都市間の幹線輸送部分をいかに太くするかが重要でもあり課題でもあるため、自動物流道路の機
能化が、将来的な課題解消につながっていくことを期待したい。

（JR貨物コメント）
トラックドライバー不足やカーボンニュートラルの達成といった社会課題の解決に向け、国内物流はモードそれぞれが持つ特
性や機能を最大限に発揮し、相互に補完し合うことが不可欠。新しい物流システムである「自動物流道路」の検討にお
いても、インター直結型貨物ターミナルなど貨物鉄道との結節点を設けて連携することが望ましい。

第２回 自動物流道路に関する検討会における物流事業者コメント
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自動物流道路と貨物鉄道輸送の結節
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関東発着における流動量の状況（軽工業品）

全国の物流量の現状について（会議資料の一部）
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味の素㈱コメント
《考慮すべき事項》
目的の明確化 ドライバー不足対策、標準化、ＢＣＰ観点、など
標準化は必須 荷姿（パレット１１）、データ（拠点コードや商品コード）、など
実際に使いたいと思えること せっかく作っても使われなければ意味がない

主要幹線、地方配送、一貫輸送のどこをターゲットにするか
例）北海道⇔東北を結ぶところ（青函トンネル）など

災害時の対応 分断されてしまった時のリカバリーも考える必要あり
将来あって良かったと思えること 当初はともかく、将来的に投資に対し、回収が担保できないと継続してゆかない

第３回 自動物流道路に関する検討会における荷主・道路事業者コメント

アサヒグループジャパン㈱のコメント
期待したいこと ドライバー不要な輸送手段として工場間輸送等にて活用させて頂きたい
配慮頂きたい事項 ✓重量物であっても輸送可能な設計にして頂きたい

✓ T9型パレット(1,100mm×900mm)も使用できる設計にして頂きたい

NEXCO中日本㈱のコメント
「社会資本整備審議会 道路分科会 国土幹線道路部会 高規格道路ネットワークのあり方 中間とりまとめ」では、
自動物流道路の構築に向けた検討には「既存の高速道路空間を最大限活用」とある。
以下のとおり、想定ルートの具体化に向けて、あらかじめ検討が必要な論点が存在する。
①走行に必要な空間(面積) 自動輸送カートの寸法、走行レーン数、設備関係（換気設備・非常用設備）等
②構造計算 自動輸送カートの重量・積載重量
③線形計算（縦断等） 走行速度（運行効率）
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